
○健全化判断比率

指 標 夕 張 市 早 期 健 全 化 基 準

実質赤字比率 － 15.00

連結実質赤字比率 － 20.00

実質公債費比率 76.8 25.0

将来負担比率 594.2 350.0
※注）将来負担比率には財政再生基準はありません。

※実質赤字比率、連結実質赤字比率は黒字決算もしくは収支均衡であり赤字が生じないため「－」で表示しています。

○資金不足比率 （単位：％）

会 計 名 称 夕 張 市 経 営 健 全 化 基 準

市場事業会計   －

公共下水道事業会計   － 20.00

水道事業会計   －
※いずれの会計も資金不足が生じないため「－」で表示しています。
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将来負担比率 ： 標準財政規模等に対する将来負担すべき額の割合

（赤字額や地方債、債務負担行為など現時点で想定される将来の負担（残高）を指標化したものです。この比
率が高い場合、今後の財政運営が圧迫されるなどの問題が生じる可能性が高くなります。）

資金不足比率 ： 事業規模である料金収入に対する資金不足額の割合

（この比率が高くなるほど、料金収入で資金不足を解消することが難しくなり、公営企業として経営に問題があ
ることになります。ただし、将来の料金収入などで解消することが予定されている資金不足については、計算
上、差し引くこととしているため、資金不足額イコール赤字額とはなりません。）

　「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」（平成21年4月施行）の規定により、平成28年度決算に基
づく健全化判断比率と公営企業ごとの資金不足比率を算定しましたのでお知らせします。
 　実質赤字比率と連結実質赤字比率は前年度同様に生じない状況ですが、実質公債費比率は依然として
財政再生基準を超えており、今後も財政再生計画に基づいて着実に財政運営を進めていかなければなりま
せん。
   公営企業全会計についても前年度同様に、資金不足比率が生じない状況となりました。

実質赤字比率 ： 標準財政規模に対する一般会計等（一般会計と診療所事業会計）の赤字額の割合

財 政 再 生 基 準

（公債費や公債費に準ずる経費は、削減や先送りが難しく、一度この経費が増大すると短期間で解消すること
が困難になります。そのため、この比率が高まるほど財政の弾力性が低下し、他の経費を削減しないと予算
を組むことが難しくなるなど、資金繰りの危険度を示すものです。）

比　率　の　説　明

（この比率が高くなるほど、赤字の額が大きく、解消が難しくなってくるので、より多くの歳出削減策や歳入増加
策を講じるとともに、解消期間も長期に渡る可能性が高くなるなど、深刻な事態になっていることになります。)

（単位：％）

連結実質赤字比率 ： 標準財政規模に対する全会計の赤字額の割合

（全ての会計の赤字額や黒字額を合算し、まち全体の赤字の程度を指標化したものです。）

実質公債費比率 ： 標準財政規模等に対する公債費等の支出の割合

平成28年度決算に基づく健全化判断比率等 

(注) 



○健全化判断比率

指 標 平 成 28 年 度 平 成 27 年 度

実質赤字比率 － －

連結実質赤字比率 － －

実質公債費比率 76.8 76.3

将来負担比率 594.2 632.4

○資金不足比率

会 計 名 称 平 成 28 年 度 平 成 27 年 度

市場事業会計   －   －

公共下水道事業会計   －   －

水道事業会計   －   －

★ 実質公債費比率（0.5ポイント増)

★ 将来負担比率（38.2ポイント減)

　将来負担比率は、平成28年度が594.2％となり、前年度の632.4％に比べ、38.2ポイント減となりました。

（単位：％）

（単位：％）

  －

　この要因としては、一般会計などの地方債現在高が再生振替特例債の償還などにより1,738百万円減少し
たことや、債務負担行為に基づく支出予定額が年次償還により415百万円減少したことなどにより将来負担額
が前年度と比べ減少したことによるものです。

0.5

△ 38.2

増　減　要　因

増 減

増 減

－

－

　実質公債費比率は、平成26年度から平成28年度の３ヶ年平均の値であり、対前年度比0.5ポイント増となり
ました。単年度の比率については、平成28年度が77.3％となり、前年度の75.0％と比べ2.3ポイント増となりま
した。

　この要因としては、単年度の比率において、平成27年度で地方債の一部が償還終了したことにより平成28
年度の元利償還金が減少しましたが、比率算定の分母となる標準財政規模が減少したことにより比率が高く
なったもので、このことにより３ヶ年平均の値が高くなったものです。

  －

  －



▲ 902,187

4,606,486

※一般会計等の実質赤字額：一般会計及び特別会計のうち普通会計に相当する会計における実質収支額（比率の算定に用いる赤字額は正の値で表示）

※標準財政規模：地方公共団体の標準的な状態で通常収入されると見込まれる一般財源（市税や普通交付税など）の規模を示すもの

◆一般会計等の実質赤字額 （単位：千円）

歳入総額 歳出総額 歳入歳出差引額（ｱ-ｲ） 翌年度に繰り越すべき財源 実質収支額（ｳ-エ）

（ア） （イ） （ウ） （エ） （オ）

一般会計 13,499,413 12,597,186 902,227 40 902,187

診療所事業会計 117,875 117,875 0 0 0

計 13,617,288 12,715,061 902,227 40 902,187 　①

▲ 1,212,304

4,606,486

※連結実質赤字額：一般会計等の実質赤字額にその他の特別会計の実質収支及び資金不足・剰余額を合算した額（比率の算定に用いる赤字額は正の値で表示）

◆一般会計等以外の特別会計のうち公営企業以外の特別会計 （単位：千円）

歳入総額 歳出総額 歳入歳出差引額（ｱ-ｲ） 翌年度に繰り越すべき財源 実質収支額（ｳ-エ）

（ア） （イ） （ウ） （エ） （オ）

国民健康保険事業会計 1,671,697 1,597,153 74,544 0 74,544

介護保険事業会計 1,631,102 1,594,883 36,219 0 36,219

後期高齢者医療事業会計 219,854 218,101 1,753 0 1,753

計 3,522,653 3,410,137 112,516 0 112,516 　②

（ 参考資料 ）

会計名称

-19.58%

実質赤字比率

＝

連結実質赤字比率

一般会計等の実質赤字額①

標準財政規模

会計名称

-26.31%＝
連結実質赤字額①＋②＋③＋④

標準財政規模



◆公営企業会計（法非適用） （単位：千円）

歳入総額 歳出総額 算入地方債（注１） 翌年度に繰り越すべき財源 ア-イ-ウ-エ 解消可能資金不足額（注２） 資金不足・剰余額（ｵ+ｶ）

（ア） （イ） （ウ） （エ） （オ） （カ） （キ）

市場事業会計 2 2 0 0 0 0 0

公共下水道事業会計 261,171 261,171 0 0 0 0 0

計 261,173 261,173 0 0 0 0 0 　③

◆公営企業会計（法適用） （単位：千円）

流動資産 流動負債 算入地方債（注１） ア-イ-ウ 解消可能資金不足額（注２） 資金不足・剰余額（ェ+ｵ）

（ア） （イ） （ウ） （エ） （オ） （カ）

水道事業会計 236,582 38,567 414 197,601 0 197,601

計 236,582 38,567 414 197,601 0 197,601 　④

※注１）算入地方債：建設改良費等以外の経費の財源に充てるために起こした地方債の平成28年度末残高

※注２）解消可能資金不足額：事業の性質上、将来の料金収入等で解消することが予定される資金不足額

（単位：千円，%）

平成26年度 平成27年度 平成28年度

地方債の元利償還金 （ア） 3,953,339 3,746,089 3,757,259

うち繰上償還に係るもの （イ） 0 0 27,082

（ア）-（イ） 3,953,339 3,746,089 3,730,177 ①

満期一括償還地方債の1年当たりの元金償還金に相当するもの 　　 　ａ 1 82,491 82,491 82,491

公営企業の地方債の償還の財源に充てたと認められる繰出金 ａ 2　（ウ）～（キ） 180,057 168,463 160,337

　　水道事業の地方債の償還に充てたと認められる繰出金 （ウ） 15,806 10,510 6,807

　　病院事業の地方債の償還に充てたと認められる繰出金 （エ） 0 0 0

　　市場事業の地方債の償還に充てたと認められる繰出金 （オ） 0 0 0

　　公共下水道事業の地方債の償還に充てたと認められる繰出金 （カ） 164,251 157,953 153,530

　　観光事業の地方債の償還に充てたと認められる繰出金 （キ） 0 0 0

債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるもの ａ 3　（ク）～（コ） 1 0 0

区　　　　　　　　　　分

地方債の元利償還金

実質公債費比率　：

準元利償還金

76.8%
（地方債の元利償還金①＋準元利償還金②）－（特定財源③＋元利償還金・準元利償還金に係る普通交付税算入額④）

（標準財政規模⑤－元利償還金・準元利償還金に係る普通交付税算入額④）

会計名称

会計名称

実質公債費比率

＝ 



　　土地開発公社保有土地の買い戻しに係る償還金 （ク） 0 0 0

　　公営住宅の立替施行に係る償還金 （ケ） 0 0 0

　　農業振興資金に係る利子補給 （コ） 1 0 0

一時借入金利子 　　　 ａ 4 5 0 0

ａ 1～ａ 4 262,554 250,954 242,828 ②

貸付金の財源として発行した地方債に係る貸付金の元利償還金 （サ） 0 0 0

公営住宅使用料 （シ） 262,366 187,861 174,379

都市計画税 （ス） 35,100 33,703 35,571

夕張市財政再生支援対策費補助金 （セ） 73,973 68,666 63,280

幸福の黄色いハンカチ基金繰入金 （ソ） 0 0 0

浄化槽整備償還基金繰入金 （タ） 56 56 55

財政再生計画調整基金繰入金 （チ） 4,038 7,977 15,251

（サ）～（チ） 375,533 298,263 288,536 ③

事業費補正に算入された公債費 （ツ） 73,094 69,939 69,531

災害復旧費等に係る基準財政需要額 （テ） 522,758 460,784 471,089

密度補正により基準財政需要額に算入された元利償還金・準元利償還金 （ト） 8,312 2,500 2,488

（ツ）～（ト） 604,164 533,223 543,108 ④

標準税収入額等 （ナ） 941,992 980,581 1,017,387

普通交付税額 （二） 3,534,123 3,536,311 3,411,690

臨時財政対策債発行可能額 （ヌ） 255,579 238,243 177,409

（ナ）～（ヌ） 4,731,694 4,755,135 4,606,486 ⑤

78.40515 74.97923 77.30910

76.8

実 質 公 債 費 比 率 （単年度）

実 質 公 債 費 比 率 （３ヵ年平均）

特定財源

標準財政規模

普通交付税算入額

準元利償還金（続き）



（単位：千円，%）

平成28年度

将来負担額 一般会計等の年度末地方債現在高 （ア） 35,105,607

債務負担行為に基づく支出予定額 （イ） 0

水道事業の地方債の償還に充てたと認められる繰出金 （ウ） 170,592

公共下水道事業の地方債の償還に充てたと認められる繰出金 （エ） 992,816

退職手当支給予定額のうち一般会計等負担見込額 （オ） 1,050,386

設立法人の債務等に対する一般会計等負担見込額（土地開発公社負債額） （カ） 0

連結実質赤字額 （キ） 0

（ア）～（キ） 37,319,401 ①

充当可能基金額 財政調整基金 （ク） 1,372,074

減債基金 （ケ） 863,180

復興再建基金 （コ） 5,779

子ども・文化振興基金 （サ） 53,374

シューパロダム建設対策基金 （シ） 15,267

公の施設建設基金 （ス） 1

社会福祉基金 （セ） 0

幸福の黄色いハンカチ基金 （ソ） 529,147

浄化槽整備償還基金 （タ） 333

財政再生計画調整基金 （チ） 1,595,436

奨学基金 （ツ） 21,835

土地開発基金 （テ） 1

介護給付費準備基金 （ト） 23,110

国民健康保険準備基金 （ナ） 118,533

（ク）～（ナ） 4,598,070 ②

区　　　　　　　　　　分

594.2%

将来負担比率

将来負担額①－（充当可能基金額②＋特定財源見込額③＋地方債現在高等に係る普通交付税算入見込額④）

（標準財政規模⑤－元利償還金・準元利償還金に係る普通交付税算入額⑥）
将来負担比率　： ＝ 



貸付金の財源として発行した地方債に係る貸付金の元利償還金 （ニ） 0

公営住宅使用料 （ヌ） 1,918,894

都市計画税 （ネ） 258,163

（ニ）～（ネ） 2,177,057 ③

普通交付税算入見込額 地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額 （ノ） 6,396,552

（ノ） 6,396,552 ④

標準税収入額等 （ハ） 1,017,387

普通交付税額 （ヒ） 3,411,690

臨時財政対策債発行可能額 （フ） 177,409

（ハ）～（フ） 4,606,486 ⑤

普通交付税算入額 事業費補正に算入された公債費 （へ） 69,531

災害復旧費等に係る基準財政需要額 （ホ） 471,089

密度補正により基準財政需要額に算入された元利償還金・準元利償還金 （マ） 2,488

（へ）～（ホ） 543,108 ⑥

594.2

※①：連結実質赤字比率の算定において計算した公営企業会計における資金不足額

※②：（営業収益の額）－（受託工事収益の額）

※③：平成28年度は全ての公営企業会計で資金不足が生じていないため資金不足比率は「-」で表示しています。

◆公営企業会計（法非適用） （単位：千円，%）

資金不足額 営業収益 受託工事収益 事業の規模（ｲ-ｳ） 資金不足比率

（ア） （イ） （ウ） （エ） （ア）／（エ）

市場事業会計 － 0 0 0 －

公共下水道事業会計 － 60,525 0 60,525 －

◆公営企業会計（法適用） （単位：千円，%）

資金不足額 営業収益 受託工事収益 事業の規模（ｲ-ｳ） 資金不足比率

（ア） （イ） （ウ） （エ） （ア）／（エ）

水道事業会計 － 290,432 0 290,432 － 　（注２）

※注１）市場事業会計及び公共下水道事業会計は収支均衡であり資金不足比率が生じていないため「－」で表示しています。

※注２）水道事業会計は、資金不足が生じていないため「－」で表示しています。

　（注１）

会計名称

会計名称

③資金不足比率　：
資金の不足額①

事業の規模②

将 来 負 担 比 率

特定財源見込額

標準財政規模

資金不足比率

　　＝　　－　%


